
単位：千円  
事   業   名 補正予算額 

（補正前の額） 

説            明 

【中小企業支援課】 

 

商工会・商工会議所活

動強化費 

 

 

 

 

 

 

 

△  23,696 

     (1,491,014) 

 

 

○一  △  23,696 

 

 

 

 

１ 小規模事業経営支援事業費補助金                 △22,476 

商工会、商工会議所および商工会連合会が小規模事業者のため

に行う経営改善普及事業等に要する経費に対して助成する。 

    1,478,222 → 1,455,746 

    補助金の実績見込みによる減額 

 

 

 

中小企業金融対策費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

△4,430,812 

    (8,542,402) 

 

 

使  △   150 

      

諸  △4,309,600 

        

○一  △ 121,062 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 中小企業振興資金貸付金              △4,309,600 

中小企業の経営基盤の強化とその振興発展を目的とする制度

融資の円滑な運営を図るため、各金融機関に貸付資金の原資の

一部を預託する。 

8,339,000 → 4,029,400 

預託金の実績による減額 

 

 

２ 中小企業振興資金損失補償費           △45,288 

  中小企業振興資金のうち県が損失補償をしている資金につい

て、滋賀県信用保証協会が代位弁済したことにより受けた損失

額を補填する。 

  50,865 → 5,577 

  損失補償金の実績による減額 

 

 

３ 中小企業振興資金保証料軽減補助事業         △75,812 

    中小企業者等の保証料負担を軽減するため、滋賀県信用保証協

会に対し補助金を交付する。 

    143,033  → 67,221 

    補助金の実績見込みによる減額 



単位：千円  
事   業   名 補正予算額 

（補正前の額） 

説            明 

【モノづくり振興課】 

 

工業立地指導対策費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

滋賀の新しい産業づ

くり推進事業費 

 

 

 

△   219,364 

(841,786) 

 

 

国  △    58,003 

 

諸 △     3 

 

○一  △   161,358 

 

 

 

△    1,748 

(115,357) 

 

 

国  △     1,695 

 

繰     2,106 

 

○一  △   2,159 

 

 

 

  １ 企業誘致推進事業                              △160,978 

 

  (1)  「Made in SHIGA 」 企業立地助成金            △160,000 

滋賀県経済の活性化を図るため、今後の成長が見込まれる

産業分野における企業の本社機能、研究開発拠点、マザー工

場などの新規立地や県内工場等の増設に対し、その費用の一

部を助成する。 

383,075  → 223,075 

         助成金の指定をした企業の計画の変更による減額 

 

 

 

１ びわ湖環境ビジネスメッセ開催事業                 2,106 

持続可能な経済社会を目指し、環境産業の育成振興を図るた 

め、ＢｔｏＢに特化した環境産業総合見本市「びわ湖環境ビジ 

ネスメッセ 2019 」の開催を補助する。 

11,000  → 13,106 

      収入不足による赤字補填をするための増額 

 

 

【労働雇用政策課】 

 

雇用安定対策費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

△   6,180 

(169,882) 

 

国 △    2,804 

           

繰 △   2,000 

      

○一 △    1,376 

 

 

 

１ 移住就業支援事業                  △4,214 
東京圏からのＵＩＪターンおよび県内中小企業等の人材確保

を促進するため、東京圏から県内に移住し、対象中小企業等へ

就業した者に対し、移住支援金を支給する市町を支援する。 

12,200 → 7,986 

移住支援金申請数の実績見込み等による減額  

 

 

 

 



単位：千円 
事   業   名 補正予算額 

（補正前の額） 

説            明 

 

公共職業能力開発事

業費 

 

 

 

 

 

 

△  259,144 

(682,627) 

 

国 △  248,178 

 

使       16 

 

諸 △       875 

 

○一  △    10,107 

 

 

 

 

 １ 離転職者等職業能力開発事業           △145,872 
   離転職者等を対象として、民間教育訓練機関等を活用した多

様な職業訓練を実施するとともに、就職支援アドバイザー等を

設置することにより、再就職を支援する。 

374,592 →  228,720 

受講者数の実績見込みによる減額 

 

２ 地域創生人材育成事業             △ 52,089 

人手不足が生じている分野および人手不足が懸念される成長

分野の人材育成・確保を図るため、企業や民間教育訓練機関等

と連携し多様な職業訓練を実施する。 

144,677 → 92,588 

受講者数の実績による減額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


